


































































男性はⅢ a、Ⅲ b 型が多いが、女性はⅠ a、Ⅰ b 型が多い。
受傷機転は、交通外傷が 71% を占める。そのうち車対車が
59% を多数。
搬送時間は、山岳地帯の搬送のため搬送時間は都市部と比較
して長い。
Figure4　施行治療・予後
全症例の 81% は保存的治療が可能であった。
死亡は 1 例のみであり、それ以外は自宅退院可能であった。
Figure5　当院の肝外傷に対する治療方針
JATEC に示されている方針と大きな差はない。
Figure2　多臓器損傷の臓器別内訳
多臓器損傷は全症例に認めた。肋骨骨折は 47％に認められ
た。
Figure3　遅発性合併症
当院の症例では胆汁瘻と仮性動脈瘤のみ認めた。
他臓器損傷を併発していた。中でも肝臓に近い右
肋骨骨折は15例（47%）に認め、その他受傷部位
は近接する肺や腎臓に多いが、全身に及んでいた。
＜遅発性合併症＞
肝損傷治療のため入院中に遅発性に発生する
合併症として胆汁瘻、仮性動脈瘤を認めた。胆
汁瘻が６例（19%）、仮性動脈瘤が２例（６%）
であった。胆汁瘻は重症度に関わらず発生したが、
仮性動脈瘤はⅢb型のみの発生であった。
＜施行治療＞
26例（81%）は経過観察のみで治癒しており、
Ⅲa型やⅢb型でも経過観察のみで治癒している
症例も11例（34%）認めた。IVRと手術となった
症例はそれぞれ３例（９%）ずつ認めたがすべて
がⅢb型の症例であった。
＜予後＞
全32例のうち１例は死亡となったが、残りの31
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例は治癒し、社会生活に復帰している。
Ⅳ　考察
上記結果を踏まえると、肝外傷は男性の方が女
性より重症度が高い傾向があり、他臓器損傷も男
性の方が多い。他臓器損傷は肝損傷患者の56%に
認めたとの報告もあるが、当院では全例他臓器損
傷を認めた１）。また、肝外傷のほとんどの症例
が経過観察により軽快するが、IVR・手術の必要
な症例が散在する。それほど多くはないが重症患
者に対する対応を可能とする体制の構築が３次救
急には求められていると考える。
初期輸液に対する反応からみた治療方針は、外
傷初期診療ガイドライン（JATEC）にも記載さ
れている２）。実際のところ、Responderであっ
ても輸液のみで経過をみることができるのかどう
かは、初期段階では断定できない。
当院の肝外傷に対する治療方針は、ガイドラ
インに準じたアルゴリズムとなっている３）。バ
イタルが安定している場合やバイタルの異常を認
めたとしても輸液に反応性があれば、６時間後に
CT施行し、不変または軽快していれば経過観察、
増悪を認めればIVR施行としている。また、輸液
に対する反応性の不良なTransient Responderは
手術、そもそも輸液に反応しない場合は、IABO
または開胸下大動脈遮断施行の後、手術の方針で
ある。つまり、バイタルの安定が見込まれるとき
はIVRを優先するが、バイタルが不安定なときは
手術に向かう判断を基本としている４）５）。
当院のような山岳地帯では現場から当院までの
搬送時間は平均42分（最短10分、最長189分）で
あり、都市部の搬送時間と比較して時間がかかる
傾向にある６）。そのため、他地域より全身状態
の悪い患者が搬送中に状態が悪化しやすいのは自
明である。治療方針は上記のように全国の医療施
設と大差ないと思われるが、山岳地帯の特殊性を
考慮した対策が必要となる。
当地域の外傷治療の問題点として、①周辺地域
からの搬送に１時間以上の搬送例が多い、②放射
線科医、麻酔科医の常時待機の体制ができていな
い、③ドクターヘリは活用可能だが、天候や時間
帯に制限がかかる、などが挙げられる。
これらの問題点に対する対策を進めている。対
策としては以下のような事項が挙げられる。
＜治療開始までの時間短縮＞
・スタッフが休日緊急時15分以内で駆けつけられ
る体制作り
医師、手術室看護師など待機スタッフはすぐに
駆けつけられるように常に交代制で待機している。
・搬送時間の短縮
院外の対策として、救急隊と連携し、搬送時間
の短縮のため救急隊自らの努力、当院と救急隊と
の連携強化をすすめている。
＜治療開始から全身状態の安定化までの対応＞
・放射線科医、外科医の充実
放射線科医は常勤が５年前より１人、２年前よ
り２人と増加している。IVRの緊急対応のできる
医師の増加によりIVRはここ２,３年で増加してい
る。
・多臓器損傷に対する治療のための他科との連携
宅直は放射線科医や外科医だけでなく、その他
整形外科、脳神経外科など多数の診療科の医師が
宅直体制を構築している。都市部では各科当直の
体制となっている病院も多数存在するが人的資源
の不足する地方の病院ではそこまでの体制を構築
することは難しい。しかし、各科宅直の体制で
あっても緊急時に短時間で招集可能な状況を構築
することで十分対応可能となっている。また、各
科間の垣根は低く症状が軽度であっても非常に相
談しやすい関係が構築できている。
V　結語
大半の肝外傷が経過観察可能であるが、IVR・
手術を必要とする重症例も一定の割合で存在する。
しかしながら適切な判断により肝外傷の予後は
比較的良好な結果とすることが可能である。
また、地方の病院は地理的に搬送に難渋するこ
とやスタッフの不足のために治療体制が構築しに
くいことなど課題が多い。そのような環境下にお
いて可能な限りの外傷診療体制を構築することの
難しさを改めて実感した。治療に臨む前の環境整
備で予後を大きく変える可能性が高く、普段から
の緊急時に備えた医療資機材や人的資源の確保、
良好なスタッフ間の連携に力を注ぐ必要がある。
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